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埼玉県

１ 埼玉県の基礎情報

基本情報（都道府県等情報）

取組内容【精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築

に向けた取組】

１ 包括的な支援体制の構築

   ・自立支援協議会精神障害者地域支援体制整備部会

 （ワーキング、関係者連絡会等）

   ・保健所圏域ごとの協議の場

２ 人材育成

 ・保健所における地域人材育成研修等

３ 広域支援

   ・地域移行・地域定着ピアサポート委託事業 ※委託事業

 ・精神障害にも対応したアウトリーチ事業委託（ｱｳﾄﾘｰﾁ）

※モデル圏域における委託事業

 ・早期退院支援推進事業 ※補助事業

 ・精神障害者ピアカウンセリング事業 ※委託事業

４ 入院者訪問支援事業（R６年度～新規）

障害保健福祉圏域数（R６年4月時点） 10 か所

市町村数（R６年4月時点） 63 市町村

人口（R６年4月時点） 7,326,804 人

精神科病院の数（R６年９月時点）
※うち２病院は休診中

6４ 病院

精神科病床数（R６年９月時点） 13,１１６ 床

入院精神障害者数 合計 10,023 人

（R４年６月時点）
３か月未満（％：構成割合）

2,301 人

２３.０ ％

３か月以上１年未満 1,748 人

（％：構成割合） 17.４ ％

１年以上（％：構成割合）
5,974 人

５９．６ ％

うち６５歳未満 2,263 人

うち６５歳以上 3,711 人

退院率（R３年時点）

入院後３か月時点 61.１ ％

入院後６か月時点 79.４ ％

入院後１年時点 8８.４ ％

相談支援事業所数 基幹相談支援センター数 47 か所

（R５年４月時点） 一般相談支援事業所数 1０９ か所

特定相談支援事業所数 486 か所

保健所数（R６年４月時点） 17（県保健所は１３） か所

（自立支援）協議会の開催頻度（R５年度）
（自立支援）協議会の開催頻度 1 回／年

精神領域に関する議論を
行う部会の有無 有・無

精神障害にも対応した地域包括ケアシス
テムの構築に向けた保健・医療・福祉関係
者による協議の場の設置状況（R６年４月
時点）

都道府県 有・無 １か所

障害保健福祉圏域
※保健所圏域で設置

有・無 13 ／ 13 

か所／障害圏域
数

※保健所圏域で
設置

市町村 有・無 ６２ ／ 63 
か所／市町村

数



知事部局

保健医療部

保健医療政策課

保健所長会

保健所

疾病対策課

精神保健

福祉部

障害者支援課

障害者総合支援法

障害者福祉推進課

精神福祉

埼玉県立精神保健
福祉センター

・措置入院費・措置入院移送費
・精神科救急医療体制整備事業
・精神指導監査関係
・精神保健指定医
・精神保健福祉調査
・依存症対策・自殺対策
・ひきこもり対策
・精神保健福祉士
・医療観察法関係
・精神保健福祉審議会 等

・精神障害にも対応した地域包括
ケアシステム構築推進事業
・災害派遣精神医療チーム(DPAT)
・自立支援医療（精神通院）
・精神障害者保健福祉手帳
・県自立支援協議会精神障害部会
・高次脳機能障害施策 等

・障害福祉サービス等
・県自立支援協議会

精神保健福祉医療を所管する
県の部局について



にも包括構築事業実施に向けた
県内部調整の経緯①

・福祉部所管事業を、部局をまたいで保健所で実施

することについて、どのように合意を得るか

・既存予算事業の組み換えとして対応

・保健所長会での合意形成

埼玉県では、これまで精神障害者の地域
移行関連事業は保健所が中心に取り組
んできた経緯がある。
また「にも包括」の性質上、精神科医療機
関との協力、広域的調整が不可欠である。

精神障害者
地域移行支援事業



にも包括構築事業実施に向けた
県内部調整の経緯②

・保健所の現場職員から「にも包括」の事業を担うこ

とについて、負担感の訴えが生じた

・本庁と精神保健福祉センターが協働して、各保健所

を回り丁寧に説明を行った

・「にも包括」が地域移行のみならず地域保健の推進

において意義を持つことの理解に力を入れた

措置入院者の退院後支援事業を開始したタ
イミングと重なった。（保健医療部事業）
そのため 「協議の場」を設置することによ
る負担増や、各保健所で人材育成研修を実
施することについての不安等が表出された。



令和元年９月１１日（水）
令和元年度第１回埼玉県精神障害者
地域支援体制整備部会資料一部改編

入院・在宅を問わず全ての精神障害者を対象とした埼玉県における「メンタルヘルス課題及び精神障害福祉に対応した地域包括ケアシステム」の構
築に向けて課題を整理する必要がある。
→地域の個別支援ニーズから、「見えないニーズ・見逃しているニーズ・見えにくいニーズ」を考える。障害福祉サービス等の基盤整備の量的な体

 制整備とともに、ニーズに対して適切な支援につなげるための質的な体制整備を構築する。

disu

地 域

入院（12,445人：13,879床）
※H29年度精神保健福祉資料

埼玉県におけるメンタルヘルス課題及び精神障害にも対応した地域包括ケアシステム
～地域の支援体制の課題を個別支援ニーズから考える～

※１ H31.3.30現在 障害者福祉推進課（さいたま市含む） ※２ 国保連データよりH30.3月時点のサービス利用者数（さいたま市含む、３障害全て含む）

１年以上入院者
7,269人

１年未満入院者

在宅・外来（Ｈ26 14.9万人→ Ｈ29 20.8万人）

医療につながっている人 H26 16.2万人 → H29 22.1万人 ※患者調査

自立支援医療受給者 H29  95,523人 →  H30 105,614人※１                 
 精神障害者保健福祉手帳所持者 H29 52,815人 → H30 57,164人※１       
 障害者福祉サービス支給決定者 H29 92,623人 → H30   97,399人※２

（うち、サービス利用者）H29  52,972人 → H30   56,409人※２

入院

退院

1年未満で退院（87.4%）

【地域生活支援のニーズ】

医療以外に地域とつながりがない人、医療中断や入退院を繰り返しやすい人、支
援を拒否する人、精神＋身体疾患の健康課題を抱える人、精神＋子育て支援が必
要な人、精神＋介護問題を抱える人、知的障害、発達障害、高次脳機能障害、自
殺企図を繰り返す人などメンタルヘルス課題を抱える人々への支援etc

地域の潜在ニーズ（相談支援・医療・福祉サービスにつながっていない人）
精神障害が疑われる未受診者やひきこもり状態にある人・依存問題を抱える人など

入院（1.2万人）

疾患と障害の共存
「disorder」と「disability」

H29 5,176人 → H30 5,083人

H29 7,269人 → H30 7,130人

※精神保健福祉資料
（病院住所地ベース）

【ニューロングステイ】
（新たな長期入院者）
１年未満入院者のうち、

１割強は長期入院へ移行する

※２サービス利用割合57.9%
※２ ３障害全て含む

【退院支援のニーズ】
・措置入院後の退院支援、長期入院者等への退院支援
・生活課題や複雑多様な問題を抱える人への早期退院支援
→医療機関と地域事業者との連携（医療と福祉のスピード）
→地域相談支援（地域移行・地域定着）へのつなぎ



埼玉県

精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた取組の経緯

/

地域支援体制整備コーディネーター
委託事業

退院促進支援事業

地域移行ピアサポート委託事業

地域移行推進員
委託事業 地域移行協議会

事業

連絡協議会事業

運営委員会
事業

自立促進支援
協議会事業

地域自立促進支
援協議会事業

退院促進支援モデル事業

精神障害者を地域で支えるシステム構築事業

精神障害者地域移行支援事業・関係者連絡会の変遷

精神障害者地域移行支援事業

平成３０年度

精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けて

精神障害にも対応した地域包括ケアシステム
構築事業

令和２年度～

精神障害者を地域で支えるシステム構築事業

１ 精神障害者地域支援体制構築会議等事業  
２ 精神障害者福祉型訪問支援強化事業
３ 地域移行ピアサポート委託事業
４ 早期退院支援事業

（１）入院者訪問支援検証事業（新規）
（２）体制構築

ア 県自立支援協議会精神障害者地域支援体制整備部会
  ※県の協議の場、ワーキンググループも開催、

イ 精神障害者地域支援体制構築会議
  ※保健所ごとの協議の場

ウ 関係者連絡会

（３）人材育成
ア 精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築推進研修
イ その他包括ケアに資する人材育成・普及啓発等事業

（４）広域支援
ア 精神障害にも対応したアウトリーチ事業
イ 地域移行・地域定着ピアサポート活動促進事業
ウ 早期退院支援推進事業

 

元々、保健所が
担っていた事業

平成２４年度



埼玉県における精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた
重層的な連携体制

連携
【障害者福祉推進課】

埼玉県自立支援協議会精神
   障害者地域支援体制整備部会

【県保健所】
精神障害者地域支援
体制構築会議

【市町村】
市町村ごとの医療・保健・福祉の

関係者による協議の場
連携

市町村単位、保健所単位、県単位で保健、医療、福祉の関係者による協議の場を設置し、現状や課題を共有し、重層的な連携により地域の実情に
応じた支援体制を構築する

【市町村ごとの協議の場】

６２市町村において設置済み
（令和６年３月末現在）

地域自立支援協議会や既存の協議会を活用
している

広域での設置や障害福祉計画に基づき目標
等を設定している。

【県の協議の場】
・埼玉県自立支援協議会の部会
・ワーキンググループ

・保健所ごとの協議の場と連携を図るため、
保健所職員研修や関係者連絡会

【協議内容】
・今後の県の取組の方向性
・個別支援ニーズの考え方の整理

・住まいの場の確保支援の現状、ピアサポー
トの活用、アウトリーチ
・地域包括ケアシステム構築に向け
ため人材育成研修など

Ｈ３０～「自立支援協議会精神障害者地域移行支援部会」から名称変更

【保健所ごとの協議の場】

管内の精神科病院長など、地域の機関の代
表者を構成員とすることで組織のコンセンサス
を得て、支援体制を進める

【協議内容例】

・実務者会議や事例検討会、ヒアリングで挙げ
られた地域の現状・課題、今後の取組を共有

・管内医療機関との退院支援等に係る医療と
保健、福祉の連携の課題
・地域課題に応じた取組や必要な人
材育成研修等について協議

市町村ごとの協議の場は、福祉を起点とした
基盤整備の検討を行い、保健所ごとの協議の
場は、保健・医療を基盤整備の検討を行う。そ
れぞれの協議の場の連携が重要

関係者連絡会を実施し、情報共有
し、連携を図る



精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築推進研修
～医療と保健、福祉の連携の実施～

【県受託事業】 相談支援体制整備事業

【内容】 県内複数ブロックにアドバイザーが配置され、地域
のネットワーク構築のための広域的な支援を行う

自立支援協議会
基幹相談支援センター
●体制整備の量的側面
（サービス等の基盤整備）

●体制整備の質的側面
（個別支援ニーズとサービスを適切に
つなぐ相談支援の充実）

措置入院者
退院後支援事業

＜技術協力＞
・保健所の事業・会議・研修実施、企画等に対する助言・ 講師対応等

・包括ケアシステムに関するノウハウ・情報の提供等

保健所ごとの協議の場
（構築会議）

精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築

推進研修～医療と保健、福祉の連携～

市町村ごとの協議の場

保健所 市町村

＜全県単位での研修の実施＞
・地域生活支援事業 「精神障害者支援の障害特性と支援技法を
学ぶ研修」（※報酬加算に対応した研修）
・精神保健福祉関連研修
（メンタルヘルス課題別研修等）

埼玉県自立支援協議会精神障害者
 地域支援体制整備部会

＜研修＞
精神障害者の地域包括ケアシステム構
築推進研修
⇒県・精神保健福祉センター

包括ケアシステム研修（保健所・
市町村向け）
⇒保健所
精神障害者の地域移行・地域定着
関係職員に対する研修
⇒精神保健福祉センター
地域生活支援事業における研修

県

医療

保健 福祉

医療保健福祉の連携促進

参画・協働

各保健所管内
精神科医療機関

県の協議の場

埼玉県相談支援専門員協会

日
頃
の
連
携
を
生
か
す

（疾病対策課事業）

● 精神科医療機関、保健所、市町村、障害福祉サービス事業所等との相互理解を深め、精神障害者の地域包括ケアシステムの
構築に向けた取組の推進

11

埼玉県精神障害者地域支援体制整備部会資料一部改編

地域と協働した
研修の企画・立案

課題に応じた研修を実施
協議の場と研修の連動

技術協力
個別支援
個別支援
個別支援

共通の課題（地域課題）
※個別支援会議、退院支援委員会等

連携（顔の見える関係の構築）
「本人の困りごと」への適切な支援

精神保健福祉センター

参
画
・協
働

●人材育成へ
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にも包括構築事業実施に向けた
県内部調整の経緯③

・各保健所が手探りで事業を進める中で、それぞれ

の取組の共有や意見交換が必要となる

・保健の重要性が増す中で、保健師の働きについて

機運を高めることが望まれた

・本庁と精神保健福祉センターで協働し、全保健所

が参加する研修会・連絡会を開催

・各保健所の取組を共有し、全県一律では無く、地域

の実情に合わせた取組が必要であることを確認

コロナ禍の影響も有り・・・
地域保健のベースとなる保健所等の保健
師の参画を得て、精神保健福祉に関する
スキルを持ってもらうことも埼玉県の課題
であった。
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埼玉県における精神保健福祉士の配置状況

埼玉県庁

障害者福祉推進課

疾病対策課

精神保健福祉

センター

保健所

高次脳機能
障害者支援
センター

発達障害
総合支援
センター

PSW
各課1名

PSW２1名
CP     7名
OT     ４名
PHN  2名

全１３保健所
PSW計26名

＋
 PHN

PSW

1名

PSW
計５０名

PHN

1名

にも包括構築に係る
埼玉県職員の人的ネットワーク



今後の課題と現在の動き

・市町村への働きかけと協働

・県、精神保健福祉センター、保健所の役割と人材育

成の在り方の見直し

・精神科医療機関とのさらなる連携体制構築の推進

・R4～本庁と精神保健福祉センター共催で市町村・

基幹相談支援センター向けの「にも包括」研修を新

たに開始

・市町村支援、精神科医療機関との連携促進について、

保健所、県疾病対策課との共通認識の構築が必要

R6年度は１９３名
の参加が得られた
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